
様式１（主な取組）

実施計画
記載頁

61

１　取組の概要（Plan）

24 25 26 27 28 29～ 実施主体

40.9ha
供用面積

58.9ha
（累計）

→
国
県

２　取組の状況（Do）

（１）取組の推進状況 （単位：千円）

予算 決算見込 主な財源

国直轄 国直轄 ―

1,256,789
（350,829）

718,333
（344,382）

内閣府
計上

（２）今年度の活動計画 （単位：千円）

当初予算 主な財源

- ―

1,008,187
（532,009）

内閣府
計上

「主な取組」検証票

平成28年度実績

　沖縄らしい文化的な歴史資産、風土および自然と共生する憩いの場を創出するため、
都市公園の整備を行う。

担当部課 土木建築部　都市計画・モノレール課

1-(5)-ア 文化資源を活用したまちづくり施策展開

施策

主な取組

事業名 活動内容

取組内容

(施策の小項目) -

○沖縄県内では、一部市町村においてエイサーや地域の食文化を活用した地域づくりが
進められているが、さらなる地域活性化を目指し、地域の個性豊かな文化資源を取り入
れたまちづくりの取組はこれからの課題となっている。

対応する
主な課題

平成29年度計画

国直轄
　国は国営沖縄記念公園首里城地区において、北城郭
地区の復元整備等を行っており、県営公園区域におい
ても、国営公園区域と一体となった整備を行った。

活動指標名

供用面積 58.9ha 33.5ha

公園費（社会
資本整備交
付金）

　首里城公園においては文化財調査、休憩施設整備、
中城公園においてはトイレ、広場整備、浦添大公園に
おいては遊戯施設整備等を行った。

公園費（社会
資本整備交
付金）

　首里城公園においては教養施設整備、文化財調査、中城公園にお
いては園路、駐車場整備、浦添大公園においては園路整備等を行う。

やや遅れ
　首里城公園の文化財調査、休憩施設、中城公園のトイレ、広場、浦添大公園の遊戯施設等、公
園利用に供する施設を整備し供用開始まで至らなかったが、施設整備は着実に進捗しており、ま
た各公園とも来園者で賑わっていることから、やや遅れとした。

②地域文化を活用したまちづくりの促進

都市公園における風景づくり

推進状況の判定根拠及び平成28年度取組の効果推進状況

実績値計画値

年度別計画

事業名 活動内容

国直轄
　国は国営沖縄記念公園首里城地区において、北城郭地区の復元整
備等を行い、県営公園区域についても、国営公園区域と一体となった
整備を行っていく。

歴史景観と調和する都市公園の整備

（首里城公園、中城公園、浦添大公園）



様式１（主な取組）

（３）これまでの改善案の反映状況

（４）成果指標の達成状況

基準値 現状値 H28目標値 改善幅 全国の現状

- - - - -

傾向 全国の現状

33.0ha
（26年度）

33.4ha
（27年度）

33.5ha
（28年度）

→ -

状
況
説
明

３　取組の検証（Check）

（１）推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）

（２）改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

４　取組の改善案（Action）

①公園整備の効果を早期に発現させるため、市町村を
通じ、地元自治会、関係者等とも協力しながら円滑な公
園整備に努めてきた。しかし、用地取得等により公園用
地の確保が計画通りできていない箇所については、公
園の整備進捗が遅れている。
②発掘調査については関係機関との連絡調整を密に
行ったことで、計画通り調査が行われている。

平成28年度の取組改善案 反映状況

①公園用地取得に向け、地権者、所有者等の協力が得
られるよう粘り強く交渉を続け、事業が円滑に進められ
るよう市町村を通じ地元自治会や関係者等の協力を得
ながら推進する。また、管理区分の調整等の理由により
未だ一部供用開始されていない公園もあることから、事
業効果が発現できるよう部分的な供用の可能性につい
ても検証する。
②発掘調査等を担当する関係機関と連携を密にするこ
とで情報を共有し、今後とも事業進捗に向けて連絡調整
を行い、文化財に対して適切な対応を図りながら、事業
を推進していく。

歴史景観と調和する都市公園の供用
面積

・用地取得及び物件補償については交渉早期に市町村を通じ地元自治会、関係者等とも協力しながら公園事業
の必要性等を説明し、公園事業整備に必要な用地取得に努め、事業の円滑な推進をしていく必要がある。
・また、文化的に貴重な財産もあり、発掘調査も並行しながら整備を進める必要があるため、関係機関等の連携
が必要不可欠である。

・引き続き公園用地取得に向け、地権者、所有者等の協力が得られるよう粘り強く交渉を続け、事業が
円滑に進められるよう市町村を通じ地元自治会や関係者等へ働きかけるなど、協力を得ながら推進す
る。また、管理区分の調整等の理由により未だ一部供用開始されていない公園もあることから、事業
効果が発現できるよう部分的な供用の可能性についても検証する。
・さらに、首里城公園については発掘調査等を担当する関係機関と連携を密にすることで情報を共有
し、今後とも事業進捗に向けて連絡調整を行い、文化財に対して適切な対応を図りながら、事業を推
進していく。

　公園事業の事業進捗を図るため、早期の公園事業用地取得に努め、事業を推進しているところである
が、地権者等の協力が得られないことや発掘調査等を慎重に実施しながら進めている等により、計画的な
事業進捗が図れない箇所もあることから、参考データの推移は横ばいに留まっているものの、着実に増加
していおり、沖縄らしい文化的な歴史資産、風土および自然と共生する憩いの場を創出に寄与できた。

○内部要因
・都市公園における風景づくりにおいて、中城公園では整備用地取得や物件補償の交渉に長期間を要しているこ
とから、計画的な進捗に進捗地権者等の協力が得られるよう公園事業の必要性、重要性等を説明するなど、早い
段階から地元自治会等の関係者との協力体制が不可欠である。
・発掘調査も併行しながら公園整備を進めている部分もあり、文化的に貴重な財産が発見された箇所については
慎重に調査を行うことから、計画的な整備が難しい状況にある。

○外部環境の変化
―

参考データ 沖縄県の現状・推移

-

成果指標



様式１（主な取組）

実施計画
記載頁

61

１　取組の概要（Plan）

24 25 26 27 28 29～ 実施主体
1回
シンポジウム
の開催 →

県
市町村
関係団体

２　取組の状況（Do）

（１）取組の推進状況 （単位：千円）

予算 決算見込 主な財源

1,990 1,624
内閣府
計上

（２）今年度の活動計画 （単位：千円）

当初予算 主な財源

1,990
内閣府
計上

②地域文化を活用したまちづくりの促進

古民家を生かした地域活性化支援事業

順調

推進状況の判定根拠及び平成28年度取組の効果

　沖縄の古民家に関するシンポジウムを１回開催するなど、順調に取組を実施した。（２
月開催、受講者数：200人）
　同シンポジウム開催により、古民家の保全・再生・利用について普及・啓発が図られ
た。

推進状況

実績値

1回 1回

事業名 活動内容

住宅建築に
係る講演会

　沖縄の木造住宅の保全・再生・利用を紹介するシンポジウム
を１回開催し、古民家の再生・活用の普及、啓発を図る。

(施策の小項目) －

○文化資源は人々を魅了し惹きつける力を持っているが、こうした文化資源の持つ様々
な価値や魅力に地域の人々が気づかないことも少なからずあるため、地域外との交流を
通じて地域文化の掘り起こしを図っていく必要がある。

対応する
主な課題

平成29年度計画

住宅建築に
係る講演会

　沖縄の伝統木造住宅等文化的建造物の保存修
理や環境共生住宅に関する取り組みを紹介する
シンポジウムを２月に開催した。（受講者数200人）

活動指標名

シンポジウム開催数

主な取組

計画値

年度別計画

事業名 活動内容

取組内容

「主な取組」検証票

平成28年度実績

　地域に根付いた古民家を保全・活用し、地域の活性化を図るため、シンポジウムを行
い景観の保全に資する取り組みの普及・促進を行う。

担当部課 土木建築部　住宅課

1-(5)-ア 文化資源を活用したまちづくり施策展開

施策

古民家の再生・活用の普及・促進



様式１（主な取組）

（３）これまでの改善案の反映状況

（４）成果指標の達成状況

基準値 現状値 H28目標値 改善幅 全国の現状

521人/年
（23年度)

17,987人/年
（27年度）

1,000人/年 17,466人/年 －

傾向 全国の現状

201名
（26年度）

194名
（27年度）

200名
（28年度）

→ －

状
況
説
明

３　取組の検証（Check）

（１）推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）

（２）改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

４　取組の改善案（Action）

参考データ 沖縄県の現状・推移

平成28年度の取組改善案 反映状況

　古民家継承技術者の育成については、大工や職
人を増加させるため建築技術者に向けて広報を行
う。また、古民家の需要増及び古材の流通促進に
資するため、シンポジウムの開催や「古民家再生
活用部会」（都市計画・モノレール課）への参加等、
県民に対して古民家の魅力を引き続き発信するこ
ととする。

(文化的建造物の保存修理等に関する)
シンポジウム受講者数

・伝統的軸組工法で木造住宅を建築できる大工や職人を増やす必要がある。

・古民家の需要を増やすため、県民の関心を高める必要がある。

・古民家の再生に係る大工や職人を増加させるために建築技術者に向けて広く広報を行う。

・古民家の需要増及び古材の価値について理解が広まる事で、流通促進や供給量の増加が図られ、
価格低下に資するため、シンポジウムの開催や「古民家再生活用部会」（都市計画・モノレール課）へ
の参加等、県民に対して古民家の魅力を引き続き発信することとする。

　県が支援した市町村主催の文化芸術関連イベントの来場者数については、基準値（23年度）
521人から現状値（27年度）17978人と大幅に増加した。沖縄の伝統木造住宅等文化的建造物
の保存修理等を紹介するシンポジウムを開催し、200名が受講した。これにより来場者数の増加
の要因の一つとして考えられ、また地域文化の掘り起こしにつながった。

○内部要因
―

○外部環境の変化
・伝統的軸組構法で木造住宅を建築できる大工や職人が、需要減少のためにほとんどいなくなってい
る。

・古材活用の課題として、古民家の解体、古材の加工や処理、保管や展示に手間と費用がかかり、販
売価格が新材の利用に比べ割高である。

県が支援した市町村主催の文化芸術
関連イベントの来場者数

成果指標

　古民家の保全に関するシンポジウムを開催し
た。チラシ･ポスターを作成し、技術者をはじめ、学
生・一般まで幅広く呼びかけたところ、昨年度と同
程度の受講者数（200名）となり、技術者の育成や
県民に対して古民家の魅力を発信することができ
た。


